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2021.7.20 りそなアジア・オセアニア財団第 39 回セミナー（於：ウェスティンホテル大阪） 

第 2 部講演録 

 

「我が国のカーボンニュートラルと 

              グリーン成長戦略について」 
 

      公益財団法人地球環境産業技術研究機構（RITE） 

         理事長・研究所長    山地  憲治  

 

 ご紹介いただきました山地でございます。「わが

国のカーボンニュートラルとグリーン成長戦略につ

いて」と題しまして話をさせていただきます。 

まず、カーボンニュートラルは皆さんご存知のよ

うに地球温暖化対策のためのゴールですが、その

国際的枠組みを決めているものがこのパリ協定で

す。2015年の 12月に採択され翌年に発効しまし

た。発効と同時にトランプ氏がアメリカ大統領と

なり昨年 11 月協定を脱退しましたが、バイデン

大統領になってすぐ復帰しました。ただコロナの

影響で昨年の COP26 は 1 年延期となりました。

COP は地球温暖化対策の国際条約である気候変動枠組み条約の締約国会議として毎年行われるもので、11 月の COP26

は大変重要なものになります。 

パリ協定はよくできた構成になっています。CO2 の削減目標について、京都議定書では先進国はトップダウンで目標を決

められ、途上国は議定書には参加したものの削減目標はありませんでした。一方パリ協定では各国が自主的に目標を決めて

NDC（Nationally Determined Contribution）を提出するようになっており、ほとんどの国が 2030 年頃の目標を出しています。

これを全体でレビューします。長期目標となる世界全体の目標は、この時点では「Well below two degree C （2℃より十分低

く抑える）とされ、1.5℃は努力目標」とされました。長期目標達成には今世紀後半には脱炭素社会、カーボンニュートラルを

実現しなければならないということでした。ところが、努力目標の 1.5℃の実現には 2050 年のカーボンニュートラルが必要とい

う IPCC の特別報告が出てきて、いま我が国も含めて欧米では 2050 年カーボンニュートラルが言われている状況です。2030

年の自主的な行動の pledge（NDC:公約、誓約）と長期目標を擦り合わせる仕組みとして、グローバルストックテイクがあるとい

う構造になっています。また、各国は NDC だけでなく 2050 年を念頭に置いた長期戦略の提出も求められています。 

 

 長期的なカーボンニュートラルを目指す時に最

も大事になってくるのがイノベーションです。2015

年パリ協定採択以降の歴史を年表にしています

が、2018 年 7 月に第 5 次エネルギー基本計画と

あります。実は第 6次の基本計画について明日審

議会があり、審議会ベースのフレームが出てくるだ

ろうと期待されています。なぜ日本にとってこれが

大事かと言いますと、日本の温室効果ガスの排出

の 85%程度はエネルギー起源の CO2 であるから

です。諸外国では農業や森林破壊による排出が

多い場合がありますが、我が国の場合はエネルギ
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ーと気候変動対策は直結しているということになります。それから、先ほど申し上げた 1.5℃に関する IPCC の特別報告書が 2018

年 10 月に出ました。これにより、2050 年にカーボンニュートラルでなければ 1.5℃の削減は無理ということになり、努力目標であっ

たものがいつのまにかヨーロッパがリードした形で日米共に 2050 年カーボンニュートラルの実現を宣言するということになったわけ

です。それから長期戦略ですが、パリ協定では 2020年迄に提出を求めていましたが、我が国は 2019年ここ大阪で G20がありまし

たので、そのタイミングで 2050 年目標の長期戦略を出しました。この段階では実は 2050 年は 80％削減という宣言でした。これが

カーボンニュートラルつまり 100％削減になった。また長期戦略実現となると、どうしてもイノベーションが必要ということで、これまで

もイノベーション戦略はいろいろ出てきていましたが、昨年 1 月に革新的環境イノベーション戦略が出ました。これが今のグリーン

成長戦略のスタートラインになっているというのが私の認識です。この革新的環境イノベーション戦略を推進するために、グリーンイ

ノベーション戦略推進会議が昨年 7 月に発足しました。そうこうするうちに、昨年 10 月に新たに首相になった菅首相が 2050 年カ

ーボンニュートラルを発信し、12月 25日にグリーン成長戦略の一次案が出ました。赤字で書きましたが先月その改訂版が出され、

その中では次世代熱エネルギー産業などが出てきました。 

今年に入ってなかなか忙しく、一番大きいのは 4 月に行われたバイデン大統領主催の気候サミットです。菅首相は 2050 年カー

ボンニュートラル宣言をしましたが、国際公約としてより固いのがパリ協定の下での 2030 年の NDC です。ここで 2030 年に温室効

果ガスを 2013年度比から 46%削減を発表し、現状 26%ですから非常に大幅に目標を引き上げました。それで今年の残りですが、も

うすでに G7 サミットが行われました。実は私自身いろんな審議会に関わっており、4 月 5 月はかなり忙しかった。というのも 6 月イ

ギリスの G7 サミットぐらいまでに NDC の基礎となるエネルギー基本計画の数値がある程度出るであろうと言われていました。ところ

が 46％があまりに高いターゲットだったのか、役所も積み上げられなかったのではと思われます。6 月予定の多くの審議会開催が

7 月に先送りされました。明日の基本政策分科会である程度審議会としての 2030 年エネルギーミックスの数値が出てくると言われ

ていますが、これも明日にならないとわかりません。今年のその後は、毎年開催される国連の総会が 9 月にあります。気候変動問

題がとり上げられ、もともと気候サミットと言われたのはこれにあたります。それから 10 月下旬にイタリアで G20 サミットがあり、11 月

上旬に G20 と連続する形で COP26が開かれ、ここで新しい各国の NDCが出揃ってくるという状況にあります。 

 

 先ほどの 46%削減ですが、バイデンさんが主催し

た気候サミットで日本以外にも米国、カナダ、EU、

英国と出してきたんですが、これ見ると日本は 13

年比46％削減ですが、さらに50%の高みに挑戦す

るとしています。米国は非常に大きく積み上げ、

2005 年比で 2030 年に 50～52%削減するとし、こ

れはアメリカにとっても非常に大きな数値だと思い

ます。これまでもこれらの数字を追いかけてきまし

たが、カナダの 2005 年比 40～45％削減はちょっ

と驚きです。これができるとはなかなか普通では思

えない。EU はもともと 55%削減としており変更なし

ですが、EU から離脱した英国は 2030 年に 68%削減を言っていましたが、この 4 月のタイミングで 2035 年に 78%削減という驚くべ

き数字を出してきた。ただイギリスの場合はできる可能性があると私は思っています。韓国は目標引き上げるとのみ言っています。 

したたかなのが中国です。中国は何も変更せず、目標自体は GDP 当たりの CO2 排出量でこれは下げますが、絶対量は 2030

年までにピークを迎えるとのことです。中国の温室効果ガス排出量は日本の約 10倍あります。これから 2030年までの間のピークま

でに、日本の総量と同じ分の 10 億トンぐらいは増えると思います。その中で、日本が 2050 年に向かって 0 に持って行こうというの

は、難しいことをわが国は突きつけられたと私は思っております。 
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 1990 年を 100%として直近までのカナダ、アメリカ、

日本、EU、イギリスの排出量を見たものですが、さ

っき少し無理ではないかっと言ったカナダですが、

丸をつけたところが 2005 年の削減目標の基準年

で、現在もそこからほとんど下がっていません。そ

こから本当に 45％下げられるのか。アメリカは少し

下がっていますが、トランプさんの時に少し反動が

ありますが、頑張ってくださいというところです。日

本は頑張っていますが、これで 2013 年比 46％削

減はまだ遠い。EU はまあまあ下がっています。こ

の茶色で示したのがイギリスで、ものすごく下がっ

ています。イギリスがなぜ下げられたかというと、1990 年頃はまだ北海でのガス田・油田はあまり開発されていませんでした。要する

に、石炭を天然ガスに置き換えたということで、これだけで相当下がります。その後天然ガスの生産量が落ちてきましたが、北海は

非常に風況がよく、かつ海が浅くて洋上風力に向いており、世界最大の洋上風力国となっています。1000 万キロワット程度の洋上

風力を持っており、さらにイギリスは原子力を維持しているわけです。無くすよりも建てようとしています。もっと大きい要素として、イ

ギリスはこの間、製造業を大幅に縮小し、今は CO2 を出さない金融で生きています。よってこの調子で下がっていけば、2035 年

78％減というのはできなくはないような気がします。各国は以上のような状況です。 

 我が国の 46%削減は、分かりやすいと言えば非

常にわかりやすいものです。これは 1990 年からの

GHGの排出量で青色の実線が実績ですが、2050

年にゼロにしようとしています。先程の図と照らし

合わせるとここにリーマンショックの落ち込みがあり、

これはどの国も同じですが、日本はそのリーマン

ショックの後に数値が大幅に上がってしまいました。

上がり幅が大きいのは東日本大震災で原子力が

止まったからです。そのため一番高くなった 2013

年比で日本は NCD 目標を提示しており、国際交

渉で数値を良く見せようとするやり方は、どこの国

も同じです。2013 年からスタートして実績推移を直線で引っ張ってみると、ちょうど 2030 年は 46 ぐらいのところにあります。明らか

に 2050 年カーボンニュートラルに引きずられて 2030 年 46%減の数字が出てきたと見ることができ、現在の目標 26%から相当ギャッ

プがありますので、審議会において苦労していることがお分かりいただけると思います。 

 先ほど言ったように、わが国においてはエネルギ

ー基本計画と温暖化対策は不可分です。エネル

ギー基本計画で 20 年ぐらい言われ続けているの

が 3E+S です。S は Safety の S で、安全性は大前

提として、3つの Eをバランスよく達成する。3つの

E とは Energy Security（エネルギー安全保障）と、

Economic Efficiency（経済効率）と、Environment

（環境適合）。Environment はなかんずく、温暖化

対策となります。これはカーボンニュートラが出る 1

週間ほど前の 10 月 13 日の資料で 80%削減が長

期目標でしたので、それを念頭に 2030 年目標を

さらに積み上げるというのが、この段階での第 6 次エネルギー基本計画検討の進め方だった訳です。今までと違って面白いのは、

革新的環境イノベーション戦略を源泉とするグリーンイノベーションをこの基本計画の中にも取り込もうということです。このような中

で 2050年までに実質ゼロを目指すことが出てきたわけで、困難な道を歩んで検討を進めているということです。 
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 その後の展開として、内閣官房に成長戦略会議

というのがあります。これは安倍前首相の時代から

言っていましたが、成長戦略の柱の中に経済と環

境の好循環がある、つまり環境は経済の制約にな

るのではなく環境目標を達成することを経済成長

の原動力にしようとするものです。好循環というの

が非常に好感度な言葉で、2050 年カーボンニュ

ートラル宣言が出された後、成長戦略会議が去年

11 月に成長戦略と結びつけました。これがグリー

ン成長戦略という形に変わる最初のきっかけです。

その中で重要なのが赤枠で囲った革新的なイノベ

ーションの推進というところです。３つありますが、一つ目が電化と電力のグリーン化、その中でも洋上風力が挙げられています。二

つ目が水素、つまり電気だけではエネルギー全部はカバーできません。最終エネルギー需要の中で電力は 25%を少し超えたぐら

いであり、熱の部分がある。それを脱炭素化するための水素。三つ目が、化石燃料をゼロにはできないので CO2 を大気に戻さず

回収固定あるいは再利用しようとするもので、カーボンリサイクル、CO2 の回収、貯留付のバイオマス発電などです。バイオマスは

大気から CO2 を取り、燃焼すると CO2 を戻してカーボンニュートラルになりますが、バイオマス発電の煙突の手前で CO2 を取っ

て地中に埋めればマイナスになります。光合成で大気から CO2を取ったものが戻らずに地中に行く、こういったものをネガティブエ

ミッションと言いますが、そのような技術のイノベーションをこの成長戦略の中で言っています。 

 そこで出てきたのがグリーン成長戦略です。これ

は先月出た改訂版ですが、14 の重点産業分野は

変わりませんが、水素とアンモニアが昨年 12 月案

では別々の産業でしたが、それを水素・燃料アン

モニア産業として一つにまとめ、その空いた所へ

次世代熱エネルギー産業が入りました。メタネー

ションもここに入ってきます。その他にも、洋上風

力産業としかしていなかった所へ太陽光や地熱も

一緒に一つの産業括りにしたとか、次世代住宅や

建築物の所に次世代電力マネジメントを入れたと

か、あるいはカーボンリサイクルの所へマテリアル

っていう言葉が入ったなど、改訂版のほうがバランスの取れたものになったと思います。それらを支援するいろいろな仕組みとして、

まず予算としてグリーンイノベーション基金 2兆円が出ています。2兆円を今後 10年間使うということですが、グリーン成長戦略とな

ると単に研究開発ではないわけです。社会に実装して産業戦略に生かしていくというところがあるので、2 兆円を種にして企業から

のお金も含めて事業にしていくことが非常に大事だと思います。予算以外にも税制もあれば金融も規制緩和もあるし人材育成も必

要だ、それから 2025年の大阪関西万博といったものも絡めていこうと、そういうことが示されています。 
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 ここまでは概ね国の政策動向について話しまし

たが、ここから少し具体的なグリーン成長戦略を支

えるイノベーションの話へ移りたいと思います。グリ

ーン成長戦略のもとになった革新的環境イノベー

ション戦略（去年 1 月）についてのスライドです。こ

の中核となるのは、イノベーション・アクションプラ

ンで、5分野 16課題 39テーマが挙げられました。

これが今のグリーン成長戦略の中のいろんなとこ

ろに散りばめられています。今日の私の話は日本

に限っていますが、この昨年 1 月に出た革新的環

境イノベーション戦略は世界を見据えたものとなっ

ています。コスト目標とか削減量も世界の削減量で出しており、開発内容や、実施体制、工程表などを作ったわけです。そのため

にアクセラレーションプランという支える仕組みがあって、その中の一つが司令塔を作るということです。ここでグリーンイノベーショ

ン戦略推進会議がちょうど一年前にできて、今その流れの中でグリーン成長戦略になった。もう一つ、研究所を作るということがあり

ます。ノーベル賞を受賞された吉野先生が所長をしているゼロエミ国際共同研究センターが、1年以上前にできました。それと今日

紹介しようと赤枠をつけてきましたが、昨年からムーンショット型研究開発というものが進んでいます。これもグリーンイノベーション

基金と同じ 10年間ですが、もう少し技術に特化したものです。ムーンショット型研究開発には 7つ目標が定められていて、そのうち

の目標 4が温暖化に関わるところで、後ほど少しお話しします。金融が非常に大事ということで金融のことも多く書かれています。あ

と、ゼロエミッション・イニシアティブズとして世界に向けての発信を毎年 10月ごろ集中的に行っています。 

 少し具体的な話をしたいと思います。今の革新

的環境イノベーション戦略の 5 分野 16 課題をここ

に示します。分野としては、エネルギー転換分野

があり、運輸があり、産業があって、民生。民生と

いって実は欲張ってその他横断領域が入ってい

ます。それから農業と吸収源。それぞれ当然です

けれども、再エネの主力電源化とか、強靭な電力

ネットワークとか、水素とか、革新的原子力とか、あ

るいは産業分野でも CO2の原燃料化とか、あと民

生その他横断領域で面白いものとして、スマートコ

ミュニティとか社会システム・ライフスタイル革新、イ

ノベーションというと技術のイノベーションと捉えられがちなのですが、社会のイノベーションという視点がここに入っています。それ

から農業・吸収源。温室効果ガスとは CO2 だけではなくメタンであるとか N2O、あるいはフロンがありますが、農業分野では実はメ

タンや N2Oが多く出ます。それからもう一つ農業分野は、例えば森林が CO2の吸収源になるし、ブルーカーボンで海の中の生物

相に CO2 を貯留するなど CO2 の吸収源としての役割もあります。最近ブルー水素とかグリーン水素などいろんなものに色をつけ

ていますが、ブルーカーボンは海の中の生物が大気の CO2 を取り込み固定することを指しています。もう一つ我々が DAC と呼ん

でいる Direct Air Capture。キャプチャーするのは、当然大気中の CO2で、もう 10年以上もこの名前を私も使っています。これが

今回の革新的環境イノベーション戦略のいわゆる 16課題の中に入っている。 

あと、私が勝手に書き加えたものがこの黒枠の部分で、一つは産業分野における電化です。産業はなかなか脱炭素化しにくい

ところで、非常に高温の熱を必要とするところがある。そこをなんとか電化出来ないか、あるいは化学プロセスを電解プロセスで補え

ないか。先ほどサバティエに対抗する SOEC、電解するタイプのメタネーション技術の紹介がありましたが、電解還元というものを化

学プロセスに使うというのは面白そうです。黒枠で加えたもう一つが、革新的環境イノベーション戦略に書かれていますが、デジタ

ル技術です。ビッグデータ解析とか AI とか、ブロックチェーンあるいはパワエレとか材料とか、これらは何にでも使える共通基盤技

術であり、実はイノベーションにとって非常に重要です。その部分も実は革新的環境イノベーションの中に散りばめられているので

すが、私のほうで少し特化して書きました。これが革新的環境イノベーション戦略の全体構造です。これより、赤色で示した再エネ

の話と、CCUS、DAC とか CO2の原燃料化、それといわゆる社会イノベーションの話を少し詳しくおこないます。 
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 まず再エネについてです。日本の新聞は随分自

虐的に世界に遅れているなどと報道していますが、

私自身は全然遅れているとは思いません。例えば

ここにある電源構成の 2012 年、2018 年実績と現

在の 2030 年目標を示したグラフですが、18 年段

階で既に太陽光が相当入っています。今までもっ

ぱら日本の再エネ電源というと水力だったのです

が、多分 17年だったと思いますが、非水力の再エ

ネ発電が水力を上回っています。見ても分かるよう

に太陽光は 2030 年の今の目標にほとんど近いと

ころまで来ている。実は日本は再エネ導入量世界

第 6 位ですから、この国土の狭さからいえば私はよくやっていると思います。太陽光は、多分世界 3 位だったと思いますが、国土

面積あたりでは太陽光発電電力量では日本は圧倒的に 1 位です。つまり、よくこの自然条件の中ではがんばっているのです。そ

れで右側の表は水力以外の再エネ発電が 2012 年から 2018 年までにどれだけ増えたかを、世界やヨーロッパと比較したものです

が、日本は 3.1倍で世界の 2倍より大きいし、EUやドイツは今ちょっと飽和してきている、そういう意味ではよく頑張っています。 

しかしこれは FIT（再生可能エネルギー固定価格買取制度）により頑張ってきたもので、昨年まで 3 年連続で年間 2.4 兆円の賦

課金がある。今年は多分 2.6 兆円とか 2.7 兆円ぐらいの賦課金となり、これは消費税 1%分にあたり、再エネ事業者に対する補助に

なっている。電力消費利用者は使用料 1 kWh あたり今年度 3 円をちょっと超える賦課金負担をしていて、産業用の電力にとって

みると 10円台の電気代ですから 3円というとものすごい負担になっているはずです。もちろん、いわゆる電力多消費産業で国際競

争しているところには減免措置があるのですが、非常に大きな負担でこれは成り立っている。 

 負担が国内経済活性化のために使用されれば

いいのですが、特に一番多くの賦課金を与えてい

る太陽光発電において問題が出ています。これは

日本の太陽光パネルのシェアを示すグラフですが、

ブルーが国産で、赤っぽい色が輸入です。この

2010 年から 2019 年までの 10 年間で、完全に逆

転しました。90%近くが国産だったものが、いまや

80％を超えて輸入になっている。つまり皆さんが

お金を出したのですが、国内に産業ができなかっ

たわけで、これが一番の問題です。政府もそのあ

たりは良く分かっていて、やはりこういったイノベー

ションを産業に結びつけなければならないという意識が非常に強くあります。これは大きな反省材料になっています。 

 それで今頑張ろうとしているのが洋上風力です。

これもヘタすると、また太陽光みたいにならないと

は限らない。太陽光も風力もバッテリーも、実は中

国が世界一です。電気自動車もそうです。そのう

ち原子力もアメリカを抜いて世界一になりますから、

やはり中国を念頭に競争をしていかなければなら

ない。だけど日本に産業を作るという意味では、洋

上風力発電については事業環境整備をかなりや

ってきました。日本には洋上風力の適地がないと

いうことですが、50m ぐらいの深さのところだと建ち

ますから日本海側中心にそれなりにあります。た

だ、実は一般海域を洋上風力に使うというルールがありませんでした。そのため、2018 年に再エネ海域利用法を作って 30 年間事

業ができるようにしました。しかも事業者がバラバラに行うと、いろいろな地元との協議で問題になりますから、地元を含めた協議会
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をつくり事業活動がバラバラにならないようにした。電力系統に繋がなければならないので、それもバラバラにとっていくと非常に接

続契約が難しくなるので、一括検討プロセスということで事業がうまくいくようにした。そのように事業環境を整備した促進区域を決

めて入札で競争的に導入するということが今進行しているところです。ここにいろいろ対応を書きましたけが、これは何とか成功させ

てほしいと私は思っています。技術的に不可能だっていう人たちもいますが、そんな事は決してありません。国内マーケットがなくな

り、ヨーロッパにマーケットができたから国産メーカーは海外に目を向けてしまっていますが、今からでもまだ遅くはないと洋上風力

に関しては思っています。 

 もう一つ洋上風力で非常に大事な産業基盤にな

るのは、ネットワーク整備です。日本の基幹送電線

の長期計画ですが、これを特に洋上風力を中心と

する再エネが大量に入るってことを前提に、今後

の長期プランを実は今作りつつあるところです。特

に北海道、東北に洋上風力、今も北海道と本州の

間は直流の海底ケーブルで結ばれていますが、も

っと長距離の東京とかあるいは日本海側でも長距

離で高圧直流の海底ケーブルで連系するというこ

とを考えています。費用対便益分析というのがあっ

て、便益の中には CO2 削減便益もお金に換えて

計算していますが、それなりにコストメリットに合うものが多く、これがだんだん進んでいく。そうすると再エネの大量導入と同時に、

日本の電力系統の整備が進む。金はかかりますが、間違わずにこれを進めて産業化というところへ持っていきたいものです。 

 

 再エネはこれぐらいにして、CO2 の CCUS の

話に移ります。先ほどムーンショットについて触れ

ましたが、ムーンショット計画の目標 4 は、2050 年

までに地球環境再生に向けた持続可能な資源循

環を実現するというのが目標です。予算は 2020年

から 2030 年の 10 年間ですが、キャッチフレーズ

はクールアースとクリーンアースで、クリーンアース

の方は海洋プラスチックゴミとかあるいは窒素化合

物を対象としています。クールアースはまさに温暖

化対策です。普通のリサイクルは例えば瓶を集め

てくるとかそういうやり方ですが、ムーンショットの

挑戦は環境に出てしまった非常に薄いものを回収・利用あるいは無害化することです。海洋プラスチックは典型で、窒素化合物も

そうなのですが、温暖化の場合には大気中の CO2、これを回収・利用することに関して、このクールアースでチャレンジするというこ

とを始めたわけです。なかなか面白く、しかしチャレンジは大きいと思っています。大気中の CO2 濃度は上がったとはいえ 400ppm

程度ですから、煙突まえの 10%前後の CO2濃度での回収とは相当違います。 

これは実は、私が理事長を務める RITEが、いく

つか採択された DACプロジェクトの一つを金沢大

学と一緒に受けて、大気から CO2 を取って、さら

にこの膜反応のメンブレンリアクターをうまく使って

液体燃料にするというプロジェクトで、今取り組ん

でいるところです。 
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従来の CCS というのは、煙突あるいはガス化と

かそういう大気へ出る前のところでCO2をとって地

中に埋める、こういうのが CCS ですけど、この

400ppm の CO2 を取って、しかも何か有用物にし

ようというのがムーンショットです。利用にはメタネ

ーションもありますけど、メタノールでも、あるいは

化学品とかがあります。エネルギー的に合理的な

のは炭酸塩で、これは建築材とかそういうものにな

る。この赤く囲っている部分が研究開発の目標を

図式化したものです。 

 

 CO2 というのは炭素化合物のガスの中では一番

安定したもので、グラフで下にいくほどエネルギー

的に安定するのですが、ここがカーボン、ここにメ

タンがあり、エタノールとかメタノールがあるのです

が、ここからこっちへ持って行くとやっぱりエネルギ

ー投入が必要です。メタネーションをやろうとすると

水素がいるのですが、投入する水素のエネルギー

よりもできたメタンのエネルギーがどうしても下がる

わけです。先ほど化学的、エネルギー的に合理的

と言いましたが、炭酸カルシウムのようなカーボネ

ートにするとエネルギー的には O.K.なのですが、

実はコンクリートを見るとボリュームは大きそうなのですが、あの中に吸収できる CO2 はそんなに多くない。使える CO2 の量から言

うと、やはりこのカーボネートもなかなかそれは難しいところがある。 

 そこで大気中から CO2 を取ってみようとする。こ

れは無謀に思えますが、実は諸外国のベンチャ

ーではやっています。このグラフでは、縦軸が

CO2 の削減単価で、横が削減量です。当然安い

ものから始めて行って、だんだん高いとこに行く。

カーボンニュートラルにはこの緑色の非常に高い

ところまで行う必要がありますが、Direct Air 

Captureをやると量は莫大な量をキャプチャーでき

る。そうすると、あそこに横線が引けるわけです。そ

うすると緑色の部分がいらなくなるのではないか。

DACがあれば緑色の部分がいらなくなる。 

私はネルギー技術評価を長くやってきましたが、このようにコストは高いが効果が極めて大きい技術をバックストップテクノロジー

と言います。私がエネルギー技術評価しているときバックストップと言われていたのは核融合です。資源は有限だというが、核融合

があれば大丈夫ではないのか。核融合は高いが、核融合より高いような対策ならばいらないだろう、つまりイノベーションのコストの

上限を切れる意味合いがあるので、やはりこの技術ができるかできないか、コストをどこまで下げられるかは見極めることは価値が

あると思っています。 
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ただしライフサイクル全体を考えて、大気から

CO2 を取るときに風の流れをつけなければならな

いし、いろんなメタネーションをするにもエネルギ

ー投入しなければいけない。なかんずく、水素を

入れなければいけない。全体を通してライフサイク

ル全体で本当に CO2を削減できるかをチェックす

ることが大事になってきます。 

 

 

 

 最後のテーマの社会イノベーションですが、この

図は大学の講義時代からずっと 20 年ぐらい使っ

ているものです。温暖化対策としてどんなものがあ

るのか、人間活動から温暖化の被害までの連鎖の

中で、普通このあたりの省エネであるとか、エネル

ギーの低炭素化とか、あるいは大気からのCO2回

収ではなく煙突の手前から CO2 をとって貯留する

CCS とか、この辺りを英語で mitigation、日本語で

緩和と訳しています。もう一つは、一定程度温暖

化してしまうと、河川管理をちゃんとしようとか、食

料生産を工業化しようなどというように温暖化被害

を軽減しようとします。それを適応（adaptation）と言います。その間にあるのがジオエンジニアリングとよく言われているもので、大気

中から CO2 を取る DAC とかもここにあったし、一時は CCS もここに入れる人もいたぐらいです。いまだにちょっと危なくて手をつけ

てないのは、太陽光の反射率を上げて地球を人工的に冷却しようという対応もありますがまだやっていません。ずっとこういう整理

でやってきましたが、新しい視点は、人間活動のところにソサエティ 5.0 というのがあって、社会構造・ライフスタイル革新を起こして

社会イノベーションをやろうというものです。何が起こるかというと、情報を使って物質やエネルギーを代替する。今まさにそうですが、

マイニングとかデータセンターなど、実は情報生産にエネルギーが大量に使われているので、これも低炭素化することが大事だと

思います。 

 超スマート社会というのは、もう 5 年以上前に出

たものです。必要なモノ・サービスを必要な人に、

必要な時に、必要なだけ提供するという、このモ

ノ・サービスをエネルギーに変えればまさに究極

の省エネになります。ただそれだけではありません。

影響は単なる省エネに留まらず、シェアリングエコ

ノミーを推進し、サーキュラエコノミー（循環型経済）

を推進することです。モノの生産からサービスの提

供へ産業を変えることです。これは何を起こしてい

るかと言うと、実は情報によってモノを代替してい

ることになります。例えば自動運転とカーシェア・ラ

イドシェアを組み合わせる。ここで自動車っていうのは自家用車の事なのですが、自家用車は時間稼働率 4%ですが、タクシーはひ

と桁ぐらい多い。要するにシェアリングでタクシーぐらいに自家用車の稼働率が上がれば、車の台数 10 分の 1 で同じ移動需要を

満たせことになります。それをデジタル社会でなんとかできないか、そうするとモノの生産量が減って CO2が減る。あるいはスマート

メンテナンスも同じです。必要な部品だけ取り替えていくとモノの生産は減る。ただ我々もこれを市場分析しているのですが、リバウ

ンドが起こる。便利になると余計に使ってしまう。照明はもう典型です。照明はどんどん効率が上がってどんどん安くなりましたが、

それ以上に照明需要が上がり全体としてエネルギーはそんなに減ってない。このあたりのチェックをしています。 
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 このことに関して少し詳しく、モノの代替の典型

であるスマホについてお話します。この資料は私

の長年の友人の IIASA（国際応用システム分析研

究所）のオーストリアの研究者が作ったものですが、

とても面白いものです。スマホを電話だと思ってい

る人はいません。今は情報端末に使っている人が

一番多いでしょうが、カメラにもなりますし、私は照

明にも使っているし、音響器具でもあるし、それは

個別にやろうとするとこれだけの電機製品があるこ

とになる。もしそれぞれの製品を全て買ってきたと

すると、電力消費量自体も 2 桁ぐらい違うのです。

私が注目して欲しいのはこちらのほうで、スマホを作る時のエネルギーは 75kWhなのですが、これらは別々に作ると 1706kWhのエ

ネルギーがいる。つまりモノが小さくなるという事は、生産に要するエネルギーも減ると言うことです。その例として、この話をしました。 

 

 最後になりますが、もともと私はこういう風に考え

てきました。要するに、温暖化対策として脱炭素に

持っていくとしたら、まずクリーンで効率的な２次エ

ネルギーが必要で、それは電気だろう。しかし将

来的には水素もいるだろう。なぜかというと、電気

や水素は脱炭素で作れる。いろんなカーボンフリ

ー電源、火力だって CCS 付きにするとカーボンフ

リーになる。ただ、再エネとしてどうしても大きいの

は太陽光、風力ですから、そうすると出力変動に

対応するためエネルギー貯蔵とか蓄電池もいるだ

ろう。ただ一旦電気になると、ヒートポンプも非常に

効率はいいしパワエレが使えるし、電動車は非常に効率がいい。それから電力ネットワークで需要側と繋がれていますから、需要

側にあるいろんな機器、例えば自動車のバッテリーなども動員できる。それでもどうしてもだめだったら、やはり温暖化への適応もい

るし、そして温暖化だけじゃなく SDGｓの 17目標全てを考えていく必要がある。 

以上のように考えてきましたが、私は最後に申し上げた需要側を変える社会イノベーションが最も大事だと思います。これで社会

システムイノベーションが起これば物質需要が減り、行動変化も起こして、エネルギーと情報の統合が非常に強くなって需要側に

置かれたエネルギー資源を全体ネットワークでより大きく多様に利用できる。これによって電化とデジタル化で革命的エネルギー節

約ができる。そのためには新たな電力ネットワーク運用と形成が必要になる。 

ただ、さらに産業用熱の脱炭素化っていうのをやっていかなきゃいけない。そうするとやはり水素も活躍するだろうし、ここに加え

ましたが、CO2 フリーの合成燃料、メタネーションを含めて大事だと思います。それでもカーボンニュートラルにはならない分野があ

るので、ネガティブエミッションがあって、その中では伝統的な植林や先ほどのバイオマス＋CCS もあるけど、DAC も考えていいの

ではという風に考えています。これをビヨンド・ゼロと言っております。 

 以上で終わります。ご清聴どうもありがとうございました。                                       （終了） 


